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速報 令和4年度 税制改正解説

納税環境整備 上場株式等の配当所得等に係る課税方式の選択について

1 ．改正の概要

（1）趣旨・目的

（2）改正内容

上場株式等の配当所得等について、所得税と個人住民税において異なる課税方式の選択をすることが可能で

あったが、改正後は所得税と個人住民税について異なる課税方式を選択することはできなくなり、個人住民税に

おいて所得税と課税方式を一致させる。

これに伴い、上場株式等に係る譲渡損失の損益通算及び繰越控除の適用要件を、所得税・個人住民税で一致させ

るよう規定の整備を行い、その他所要の措置及び所要の経過措置を行う。

※特定口座のうち源泉徴収口座内の上場株式等の譲渡所得等についても同様に、個人住民税において所得税と

課税方式を一致させる。

上場株式等の配当所得等については、所得税と個人住民税において異なる課税方式の選択が可能である。

所得税は総合課税又は申告分離課税を選択し、個人住民税は申告不要を選択することにより、結果として所得

税・個人住民税だけではなく、国民健康保険等の保険料や医療機関における窓口負担にまで影響してしまうこと

について公平性の観点から課題があった。

少子高齢化が進み、社会保障関係経費が増加していくなかで、社会保障制度の持続可能性にも影響を与えること、

不公平感の是正、申告手続きの簡素化の観点から、所得税と個人住民税において異なる課税方式の選択をでき

なくする。
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2 ．適用時期

（3）上場株式等の配当所得等の課税方式

3 ．実務上の留意点

2024年度分（令和6年度分）以後の個人住民税について適用する。

2023年度分（令和5年度分）までについては、所得税で総合課税又は申告分離課税を選択し、個人住民税では申告

不要を選択することができる。2024年度分（令和6年度分）以後については国民健康保険料等の影響も考慮したう

えで、所得税・個人住民税あわせて申告不要を選ぶのか、それとも申告をするのかの判断が重要である。

改正前：所得税及び個人住民税において異なる課税方式の選択が可能である。

改正後：個人住民税について所得税と課税方式を一致させる。

申告不要

確定申告する
「総合課税」を選択

確定申告する
「分離課税」を選択

「申告不要」は、1回に支払を受ける配当等の額ごとに選択が可能
(特定口座に配当等を受け入れている場合には、特定口座ごとに選択が可能)

①他の所得(給与所得・不動産所得・雑所得など)と合計して税額を計算する
所得税（累進税率：5％～45％と復興特別所得税）・個人住民税（10％）

②日本法人の配当等については配当控除の適用が可能
③源泉徴収（20.315％）を精算

①「同一年の上場株式等の譲渡損失」や「前年以前3年内の上場株式等の
譲渡損失で繰り越してきたもの」との相殺（損益通算）が可能

②税率は一律20.315％（所得税及び復興特別所得税15.315％、個人住民税：5％）
③源泉徴収（20.315％）を精算

源泉
徴収

20.31
5％

確定申告する上場株式等の配当等に
ついては、「すべて総合課税」または
「すべて分離課税」のいずれかを選択
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4 ．今後の注目点

上場株式等に係る譲渡損失の損益通算及び繰越控除について、所得税においては期限後申告においても適用を受

けることができる。一方、個人住民税においては「納税通知書が送達される時まで」に申告書を提出した場合という

要件があるため、納税通知書送達後の期限後申告では適用を受けることができない。

「納税通知書が送達される時まで」という要件は、個人住民税が賦課課税であり課税の安定性のため設けられたも

のであるが、所得税と個人住民税の適用要件が一致していないため、個人住民税において「納税通知書が送達され

る時まで」の要件が不要となると想定される。

その他、経過措置の内容。


